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数の構成比は第 2 位、従業者数の構成比は第１位、製造品出荷額等及び付加価値額の構成比は第 3 位となっ
ていた。いずれについても、全製造業の中で上位を占めていることがわかる。次に、地域の中での食料品製造
業の位置づけについて、産業別出荷額の都道府県別順位でみると、食料品製造業が上位 3 位以内にある都道
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参加企業等（協同組合等を含む）を対象とした調査（2002 年 10 月実施）によれば、食品関連分野で今後推進し
ていく必要がある研究開発分野（テーマ）として、「安全性」に関連するテーマ 114 件、以下、「機能性食品・健康
機能」関連 68 件、「リサイクル・環境負荷低減」関連 58 件、「食品製造・加工」関連 39 件、「自給率向上・食糧問
題」関連 7 件、「食品流通」関連 2 件があげられていた。 
 農林水産省が食品産業の国際競争力確保や産業基盤強化の一因となる「技術」に着目して実施した、企業、

























5．大学での機能性食品に関する研究をめぐる状況（第 4 章関係） 
 
 大学においては「食料産業クラスター」に関連して機能性食品に関する研究が多く取り組まれていることが、第


































康食品の表示に関する検討会」が消費者庁に設置され、2009 年 11 月から議論が開始されている。ここでは論
点整理を 2010 年 7 月までにとりまとめることとされている。 
今回調査対象としている日米欧の基準等を比較してみると、定義は、大きく、栄養強調表示と健康強調表示
に分けることができる。日本の栄養機能食品に相当すると思われる表示が Codex 委員会及び EＵでは Nutrient 
Claims とされており、米国では、Nutrient Content Claims とされている。日本の特定保健用食品に相当すると考












験のない新たな食品成分（New Dietary Ingredients: NDI）を含む場合は、市販の 75 日前までにそ


















在 により記 載 が複 雑 となってしまい、欧 米 諸 国 の消 費 者 の理 解 は、必 ずしも十 分 ではないようである。
我が国では、公的機関による連合王国で行われたような調査はなされていないものの、食品安全委
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食料産業クラスターに対し大学が貢献していくためには、研究開発の出口としての流通・販売戦略を研究開
発と同時に検討していくことが重要である。本調査研究においても、学内の経済学系の研究者を巻き込んでいく
ことが有効であることがわかった。今後は、学外はもとより学内の連携がさらに進むよう、研究者間の情報共有等
が必要であり、学内の産学官連携のコーディネータ等がこうした学内外連携の仲介役を担うということも一つの
方法であると考えられる。 
また、大学で食料産業クラスターに関連する取組を実施している場合、研究テーマが機能性食品に関連する
ものである場合が多かったが、大学等自身が一般向けに研究成果のわかりやすい情報提供を行うことも重要で
ある。しかしながら、こうした場合、有効性のみの情報を提供しがちであるため、有効性のみならず安全性に関
する情報提供を合わせて行うことが消費者の理解を促進するためにも重要である。 
農林水産業の現場では、知的財産の積極的・戦略的活用が課題となっていることがわかった。食料産業クラ
スターに取り組む研究者を含む関係者は、大学の知的財産担当部局や TLO とも連携をとり、適切な知的財産
の管理・活用に重きを置き、状況に応じて、積極的な権利主張をしていくのか、技術の普及のために一定のル
ールの下で多くの企業等での実施が可能となるようにしていくのか、戦略をたてておくことが必要であろう。 
国の支援は、当然ながら事業ごとに期間が限定されており、特に食料産業クラスターに関連した取組ではそ
の対象が“生物（いきもの）”である場合も多く、長期間かかる研究テーマには対応できない場合もあった。事業
の性格によって、研究段階中心のものから事業化に近いものまで違いがあったり、省庁によって事業の対象や
狙いに違いがあったりする。従って、食料産業クラスターに取り組む関係者は、研究テーマや内容、段階に応じ
て各省の事業を上手に組み合わせて活用していくことも重要と考えられる。国側も、各省が連携し、大学等の側
の実情に応じて各省横断的にわかりやすく情報提供を行っていくことや、テーマ等によって期間の長さが選択
できるような臨機応変な支援ができるようにしていくことも重要である。 
 
 
